
(単位:％）

県税 県債

<96.1> <11.4>

(98.1) (12.7)

97.3 15.3

<90.9> <9.9>

(84.9) (10.3)

78.5 11.6

<104.4> <10.9>

(103.3) (11.2)

105.6 12.9

<84.6> <9.1>

(89.5) (9.9)

87.1 11.0

<98.4> <8.8>

(109.7) (10.6)

111.6 12.1

<129.4> <11.1>

(134.0) (13.9)

159.8 18.8

<92.1> <10.2>

(118.0) (16.3)

120.5 22.6

<96.4> <10.4>

90.6 15.8

<96.4> <9.7>

(90.6) (14.6)

97.8 21.8

<71.1> <7.7>

71.1 11.6

<105.0> <7.8>

99.1 11.2

注1

2 　平成11年度は6月補正後の計数。

3  「県債」の欄の（　)は借換債除き、<　>は借換債、NTT債、減税補てん債
 （9年度は臨時税収補てん債）及び臨時財政対策債除きの計数。

　平成17年度から、一般会計で計上していた借換債は公債管理特別会計で計上。
　平成16年度の上段（　）は、借換債を除いた場合の計数。

平16 104.4 41.5101.2

平18 103.0 105.0 49.9

40.2

平14 102.5 91.3 42.5

平15 100.3 95.0

47.7

平12 101.5 108.5 46.9

平13 102.1 103.8

114.8

43.9

平10 104.2 109.7 51.5

平11 94.9 80.8

第３　参考資料

当初予算(一般会計）年度別伸率の状況

48.9平9 105.8

年度 規模 県税 県債
構成比

(44.7)

49.0平17

(100.1) (104.4)

105.996.6



　歳入予算の一般財源・特定財源別内訳(一般会計)
 
                               　　　　　　（単位：千円）

国庫支出金
188,502,236
（8.5%）

県債
247,026,666
（11.2%）

諸収入
252,811,896
（11.4％）

県税
1,104,600,000
（49.9％）

その他　　　　　　　　  94,958,201（4.3％）
　　繰入金　　　　　　  45,280,576（2.0％）
　　使用料及び手数料　　35,574,562 (1.6％)
　　分担金及び負担金　　10,536,531 (0.5％）
　　財産収入　　　　　　 3,521,992（0.2％）
　　寄附金　　　　　　　    44,540（0.0％）

　予算総額
　2兆2,130億
　  7,000万円

　一般財源
 1,429,771,001
　（64.6％）

　特定財源
 783,298,999
　（35.4％）

　
その他　　　　　　　　　　　　325,171,001（14.7％）
　　地方消費税清算金　　　　　147,560,000 （6.7％）
　　地方譲与税　　　　　　　　135,811,000 （6.1％)
　　地方交付税　　　　　　 　　35,000,000 （1.6％）
　　地方特例交付金　　　　　　  4,300,000 （0.2％）
　　交通安全対策特別交付金　　  2,500,000 （0.1％）
　　繰越金　　　　　　　　　　　        1 （0.0％）
　



歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）
 

                               （単位：千円）

国庫支出金
188,502,236
（8.5%）

県債
247,026,666
（11.2%）

諸収入
252,811,896
（11.4%）

県税
1,104,600,000
（49.9％）

自主財源
1,599,930,098
  (72.3％）

依存財源
613,139,902
　(27.7％)

その他　　　　　　　　 　 242,518,202 (11.0％)
　　地方消費税清算金　　　147,560,000  (6.7％)
　　繰入金　　　 　　　　　45,280,576 （2.0％）
　　使用料及び手数料　　　 35,574,562 （1.6％）
　　分担金及び負担金　　　 10,536,531 （0.5％）
　　財産収入　　　　　　　  3,521,992 （0.2％）
　　寄附金　　　　　　　　     44,540 （0.0％）
　　繰越金　　　　　　　　    　　　1 （0.0％）

　　　その他　　　　　　　　　　177,611,000（8.0％）
        地方譲与税　　　　　　　135,811,000（6.1％）
        地方交付税　　　　　　　 35,000,000（1.6％）
 　　　 地方特例交付金　　　　　  4,300,000（0.2％）
        交通安全対策特別交付金　  2,500,000（0.1％）
　

　予算総額
　2兆2,130億
　    7,000万円



性質別歳出の状況（一般会計）

義務的経費
1,175,299,665

（53.1%）

投資的経費
316,668,338
（14.3%）

その他経費
721,101,997
（32.6%）

繰出金
33,370,755
（1.5%）

災害復旧事業
1,267,426
（0.1%）

その他
393,513,567
（17.8%）

公共事業
155,869,857
（7.0%）

公債費
253,969,886
（11.5%）

扶助費
157,096,807
（7.1%）

人件費
764,232,972
（34.5％）

貸付金
203,897,048
（9.2%）

単独補助金
 90,320,627

 (4.1%)

単独事業
159,531,055
（7.2%）

（単位:千円）

　予算総額
　2兆2,130億
　    7,000万円



　　目的別歳出の状況（一般会計）

警察費
168,433,035

(7.6%)

産業労働費
210,502,895

(9.5%)

健康福祉費
250,652,403
(11.3%)

建設費
267,229,614
(12.1%)

公債費
253,969,886
(11.5%)

諸支出金
282,157,954
(12.7%)

教育費
584,716,261
(26.4%)

総務費
82,134,115
(3.7%)

農林水産費
74,299,628
(3.4%)

その他　　　　　38,974,209（1.8％）
　　県民生活費　12,731,335（0.6％）
    地域振興費　12,598,319（0.6％）
　　環境費　　　 8,663,956（0.4％）
　　議会費　　　 3,413,173（0.1％）
　  災害復旧費 　1,267,426（0.1％）
　　予備費　　  　 300,000 (0.0％)
　

（単位:千円）

　　予算総額
　　2兆2,130億
　　　　7,000万円



目的別歳出の状況（一般会計）
県民一人当たりの歳出額

健康福祉費
11.3%

（35,489円）

産業労働費
9.5%

（29,805円）

警察費
7.6%

（23,848円）

建設費
12.1%

（37,836円）

公債費
11.5%

（35,959円）

諸支出金
12.7%

（39,950円）

教育費
26.4%

（82,789円）

総務費
3.7%

（11,629円）

農林水産費
3.4%

（10,520円）

その他　　　　　1.8％（5,518円）
　　県民生活費　0.6％（1,803円）
　  地域振興費　0.6％（1,784円）
　　環境費　　　0.4％（1,227円）
　　議会費　　　0.1％　（483円）
　　災害復旧費　0.1％　（179円）
　　予備費　　　0.0％   （42円）

平成17年3月31日現在住民基本台帳人口　　7,062,762人

　予算総額
　2兆2,130億
　  7,000万円
　  (313,343円）
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義務的経費 (人件費、扶助費、公債費)

歳出規模と県税収入の推移 

（注）1.平成16年度までは決算額。平成17年度は最終予算見込額。平成18年度は当初予算見込額。 2.歳出及び義務的経費は借換債除きの規模。(義務的経費は最終予算額) 

 【県税額のうち法人二税額】                                                                                         （単位：億円、％） 
年度 平２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ 

決 算  額 6,368 5,938 5,038 4,128 3,726 3,859 4,733 5,188 4,021 3,673 3,589 4,143 3,898 4,205 4,196 4,720 4,767 

Ｈ２＝１００ 100 93 79 65 59 61 74 81 63 58 56 65 61 66 66 74 75 

法人事業税の税率 12.0
 

11.0 9.6 
 外形標準課税対象外 9.6 

外形標準課税対象 
所得割 7.2 付加価値割 0.48 資本割 0.2 

 

県税収入は、法人事業税の税率が平成２年度の約８割となるなど、構造的にバブル期ほどの税収が見込めない中で、

医療・介護、公債費などの義務的経費は確実に増加傾向にある。 
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減債基金 （満期一括償還分 ）

上記以外(産業廃棄物適正処理基金除く )

342 

162 
149 445 

基 金 残 高 の 推 移 
（ 取 崩 し 型 基 金 ） 

（注）1 平成 16 年度までは決算額。平成 17 年度は最終予算見込額。平成 18 年度は当初予算見込額。 

   2 白抜き部分は、一般会計への繰入運用を示す。 

   3   部分は、平成 18 年度当初予算における市場公募債等の満期一括償還ルール積立計上額(342 億円) 

（平成10～14各年度末繰入81億円。平成16年度末繰入149億円。平成17年度末繰入見込162億円。平成18年度末繰入見込445億円(⑰162億円⑱283億円)） 

 



県債残高の推移 
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（注）平成 16 年度までは決算額。平成 17 年度は最終予算見込ベース。平成 18 年度は当初予算見込ベース。 

 
○県民１人当たりの県債残高 

17 年度末見込  ５３３，０２４円 

18 年度末見込  ５４２，８９７円      （県民 7,062,762 人・・・17 年 3 月 31 日現在住民基本台帳人口による） 

 



　

　ら新たに3年間の発行が予定されている。地方交付税の振替措置であり、後年度にその元利償還

　　　　　　　県債の状況（当初予算ベース）

※　減税補てん債…恒久的な減税の実施による地方公共団体の減収額を補てんするために設けられ

　償還額の100％が交付税に算入される。

　た特例地方債で、最近では平成11年度から発行されている。減税補てん債は、後年度にその元利

※　臨時財政対策債…平成13年度の地方財政対策において設けられた特例地方債で、平成16年度か

　額の100％が交付税に算入される。

※　借換債除きで整理している。
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３，５０７

３，８７０

　　　　大幅に抑制した平成１７年度をやや下回り、
　　　　財政健全化を着実に進める。



（借換債を除く。）

　　　公債費の状況（当初予算ベース）

342

1,5081,392 1,475 1,550
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712760830

556054 41
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市場公募債等満期一括償還ルール積立

公債諸費

利子（一時借入金を含む）

元金

２，５４０

２，３１７２，２９５

（億円）

２，２７６

　　平成１７年度までは、当初予算では減債基金
　　に市場公募債等満期一括償還のルール積立の
　　計上を見送ってきたが、平成１８年度は積立
　　を行うこととした。



都道府県別財政指標（平成16年度普通会計決算ベース）

都道府県名 平成17国調人口 地方債残高 一人当たり残高 公債費比率 起債制限比率 財政力指数

人 千円 円 順位 ％ 順位 ％ 順位 順位

1 北海道 5,627,424 5,420,288,475 963,192 39 13.4 6 10.0 4 0.35321 25
2 青森県 1,436,628 1,280,967,479 891,649 34 21.2 37 12.1 17 0.26464 37
3 岩手県 1,385,037 1,449,825,027 1,046,777 44 18.6 23 12.9 29 0.25958 39
4 宮城県 2,359,991 1,355,125,034 574,208 13 18.4 21 13.3 32 0.47026 13
5 秋田県 1,145,471 1,203,442,184 1,050,609 45 24.5 45 14.6 39 0.24166 43
6 山形県 1,216,116 1,098,175,888 903,019 35 20.4 33 12.8 26 0.28200 35
7 福島県 2,091,223 1,204,257,405 575,863 14 17.2 16 12.3 19 0.38264 22
8 茨城県 2,975,023 1,662,425,265 558,794 12 15.8 12 12.8 26 0.52660 8
9 栃木県 2,016,452 1,003,447,880 497,630 9 21.9 41 15.2 43 0.49099 10
10 群馬県 2,024,044 965,619,367 477,074 6 15.5 11 10.4 9 0.48531 11
11 埼玉県 7,053,689 2,897,399,228 410,764 3 13.7 7 10.0 4 0.62966 7
12 千葉県 6,056,159 2,321,024,983 383,250 2 12.5 4 10.5 11 0.63098 6
13 東京都 12,570,904 7,609,955,589 605,363 16 16.5 13 13.6 34 1.05962 1
14 神奈川県 8,790,900 2,832,357,700 322,192 1 9.9 1 6.8 1 0.80639 3
15 新潟県 2,431,396 2,414,233,239 992,941 41 18.8 24 12.6 22 0.36383 24
16 富山県 1,111,602 984,346,872 885,521 33 20.4 33 12.6 22 0.35113 26
17 石川県 1,173,994 1,088,140,013 926,870 36 20.3 31 10.3 8 0.38301 21
18 福井県 821,589 769,369,631 936,441 38 21.8 40 13.3 32 0.32574 29
19 山梨県 884,531 855,897,269 967,628 40 20.8 36 12.5 21 0.31892 31
20 長野県 2,196,012 1,591,974,080 724,939 28 24.9 46 17.4 46 0.39568 20
21 岐阜県 2,107,293 1,368,699,844 649,506 20 15.3 10 9.8 3 0.43425 18
22 静岡県 3,792,457 2,195,090,506 578,804 15 18.5 22 12.6 22 0.63653 5
23 愛知県 7,254,432 3,778,428,497 520,844 11 11.8 2 10.6 12 0.87626 2
24 三重県 1,867,166 937,427,719 502,059 10 16.8 14 11.7 15 0.46578 15
25 滋賀県 1,380,343 879,732,544 637,329 19 17.4 17 12.4 20 0.44246 17
26 京都府 2,647,523 1,275,857,429 481,906 7 13.8 8 10.0 4 0.47986 12
27 大阪府 8,817,010 4,329,795,752 491,073 8 14.9 9 13.6 34 0.69080 4
28 兵庫県 5,590,381 4,059,623,507 726,180 29 18.9 25 14.7 40 0.46948 14
29 奈良県 1,421,367 957,877,379 673,913 22 20.3 31 12.8 26 0.33309 28
30 和歌山県 1,036,061 698,415,199 674,106 23 17.4 17 11.0 13 0.25943 40
31 鳥取県 606,947 606,787,735 999,738 42 21.5 39 12.2 18 0.22522 45
32 島根県 742,135 1,053,666,674 1,419,778 47 26.3 47 17.1 45 0.20349 47
33 岡山県 1,957,056 1,209,704,983 618,125 18 23.1 43 18.2 47 0.40038 19
34 広島県 2,876,762 1,753,715,344 609,614 17 17.9 20 14.8 41 0.45585 16
35 山口県 1,492,575 1,105,598,133 740,732 30 19.8 29 11.8 16 0.34440 27
36 徳島県 809,974 951,999,210 1,175,345 46 20.7 35 12.6 22 0.29393 33
37 香川県 1,012,261 731,162,334 722,306 27 17.8 19 13.0 30 0.36804 23
38 愛媛県 1,467,824 957,988,521 652,659 21 17.1 15 9.4 2 0.32089 30
39 高知県 796,211 800,234,736 1,005,054 43 23.1 43 16.1 44 0.20639 46
40 福岡県 5,049,126 2,354,059,205 466,231 4 12.6 5 10.4 9 0.52223 9
41 佐賀県 866,402 617,888,133 713,166 25 21.4 38 14.1 37 0.28326 34
42 長崎県 1,478,630 1,044,654,260 706,501 24 19.3 27 13.2 31 0.23794 44
43 熊本県 1,842,140 1,327,981,907 720,891 26 19.8 29 14.5 38 0.31173 32
44 大分県 1,209,587 989,902,400 818,380 32 19.5 28 13.9 36 0.27607 36
45 宮崎県 1,152,993 899,206,966 779,889 31 19.0 26 11.2 14 0.25017 42
46 鹿児島県 1,753,144 1,625,962,597 927,455 37 22.1 42 15.1 42 0.26364 38
47 沖縄県 1,360,830 649,155,855 477,029 5 11.8 2 10.2 7 0.25545 41

（単純平均） 2,718,230 1,684,444,468 727,305 - 18.4 - 12.6 - 0.41125 -

＊ 　公債費比率は公債費の一般財源に占める割合。

＊ 　財政力指数が1を超える場合（基準財政収入額が基準財政需要額を上回る場合）には、当該団体は地方交付税の不交付団体となる。

＊ 　起債制限比率は普通交付税の事業費補正により算入される公債費を公債費比率の算式から除くものであり、これが20％ を超えると起債
の許可について制限を受ける。

＊ 　順位については、良い方（小さい）から1番としてある。

 



 

県税、地方交付税、臨時財政対策債、減税補てん債等の推移（当初予算）
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10,000

11,000

12,000

13,000

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
（年度）

（億円）

減税補てん特例交付金

地方譲与税

減税補てん債

臨時財政対策債

地方交付税

県税

12,220
12,094

11,930

12,180

　　 0

（40）
（　2　） （250）

～～

12,092 （Δ164）
(所得譲与税を除く）
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